
様式第２号（第５条関係）

　本業務は、生活保護版レセプト情報管理システムの安定運用や障害対
応に関する業務である。コンピューターソフトウエアの改造・改良について
は、ソフトウエア開発業者のソースプログラムに基づき行われており、当該
業者以外がオンプレミス型によるこの業務を履行することは困難であること
から、当該業者と随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
１,２６５,０００円

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 27 日

株式会社法研契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部生活福祉課
(新)福祉局生活福祉部生活福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市生活保護版レセプト情報管理システム保守業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、生活保護システムの安定運用や障害対応に関する業務であ
る。コンピューターソフトウエアの改造・改良については、ソフトウエア開発
業者のソースプログラムに基づき行われており、当該業者以外がこの業務
を履行することは困難であることから、当該業者と随意契約により契約を締
結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

北日本コンピューターサービス株式会社契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
４,４６９,５２０円

保健福祉局福祉部生活福祉課
(新)福祉局生活福祉部生活福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市生活保護システム運用管理業務委託件 名

さいたま市浦和区常盤６－４－４外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、「貧困の連鎖」の防止を目的として、生活保護受給世帯及び
自立相談支援機関利用世帯の中高生、児童扶養手当全額受給世帯の中
学生を対象とし、学習支援、良好な人間関係作りやコミュニケーション能力
の向上等を構築するための居場所支援、相談支援等を行う業務である。
　現在の仕様内容について精査したところ、子どもの学力向上のためのノ
ウハウに加え、日常生活習慣の形成に係る支援、オンライン支援、保護者
に対する支援等をより一層手厚くすることが必要と判断した。
　そのため、受託業者を選定するにあたっては、事業者から提案を求め、
そのノウハウを引き出すことが本事業運営の充実に効果的であると判断し
た。よって、その性質又は目的が競争入札に適しないものに該当すること
から、公募型プロポーザル方式による随意契約によることとし、最優秀提
案者の本事業者と契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
２４２,８１２,１５２円

さいたま市域内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 22 日

特定非営利活動法人さいたまユースサポートネット契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部生活福祉課
(新)福祉局生活福祉部生活福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市生活困窮者学習支援業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務の支援対象者は、複合的な問題を抱えて個人の力のみでは解
決できず、地域で安定した生活を送ることが困難となっているため、生活
困窮者自立支援法及び生活保護法の理念に即した支援を展開できること
のほか、専門的な知識や援助技術を持つ支援員が、地域のネットワークを
活用し、安定した居所への入居から地域生活の安定まで、継続的な支援
を行うことが必要不可欠になることから、業務の履行者が極めて限定され、
競争入札に付することが、その業務の品質や安全性等も考慮すると不利
なものであることから、随意契約とした。
　本業務の履行にあたり、必要な専門的知識・人材・技術を保有しており、
地域の不動産仲介事業者や関係機関との十分な協力体制の構築、支援
対象者との信頼関係の醸成など、事業の継続性の観点にも留意して事業
を適切、公正、中立かつ効率的に実施することが出来る事業者は本業者
のみであるため、当該相手方と特命随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 16 日

公益社団法人埼玉県社会福祉士会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
９３,１８４,７１９円

保健福祉局福祉部生活福祉課
(新)福祉局生活福祉部生活福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市生活保護等居宅移行・地域生活復帰定着支援業務件 名

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、生活保護システムのシステム改修に関する業務である。コン
ピューターソフトウエアの改造・改良については、ソフトウエア開発業者の
ソースプログラムに基づき行われており、当該業者以外がこの業務を履行
することは困難であることから、当該業者と随意契約により契約を締結し
た。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
６,９９６,０００円

さいたま市浦和区常盤６－４－４外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

北日本コンピューターサービス株式会社契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部生活福祉課
(新)福祉局生活福祉部生活福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市生活保護システム医療扶助のオンライン資格確認導入に伴う
改修業務委託

件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、特定健康診査等受診券の発行及び健診結果の管理・集計
等を実施する際に用いる、さいたま市保健システム（特定健診）の運用技
術支援を行うものである。
　保健システムは、基本パッケージソフトウェアとして導入されており、その
運用については、基本パッケージソフトウェアの仕様に基づき行われてい
る。この基本パッケージソフトウェアにかかる著作権は富士通Ｊａｐａｎ株式会
社に属するものであり、基本パッケージソフトウェアの仕様の開示について
は、当該業者の許諾が必要となる。ＩＴ業界においては通例基本パッケー
ジソフトウェアの仕様について他業者に開示を行うことがないため、当該業
者以外では本業務を遂行することはできず、また保健システムの運用に著
しく支障が生じるおそれがある。
　以上のことから、保健システム（基本パッケージソフトウェア）の著作権を
有する富士通Ｊａｐａｎ株式会社埼玉支社を選定し、随意契約により契約を
締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 27 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉支社

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
５,２５０,３００円

保健福祉局福祉部国民健康保険課/年金医療課
(新)福祉局生活福祉部国保年金課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市保健システム（特定健診）運用業務件 名

さいたま市浦和区常盤６－４－４　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は低栄養状態が疑われる後期高齢者に対し、医療専門職（保健
師、看護師又は管理栄養士）が訪問、電話及び文書による保健指導を実
施する業務である。
　当初、一般競争入札を実施したが、落札者がなかった。改めて競争入札
に付す時間的余裕がなかったことから、随意契約によることとし、入札参加
者の中から随意契約を希望する者を募ったところ、当該業者が応じたため
随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号

契 約 金 額

（内訳）

２５,４５７,８５０円 業務全般にかかる経費9,000,000円/1式

フレイル資料の購入45円/1件

外9種類

さいたま市浦和区常盤６－４－４外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 1 日

株式会社オークス契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部年金医療課
(新)福祉局生活福祉部国保年金課

業 務 主 管 課 所 名

令和5年度さいたま市保健事業と介護予防の一体的実施個別指導業務
（フレイル予防）

件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本事業は、高齢者のフレイル（虚弱）を予防するため、口腔機能向上の
ための歯科保健指導を市内全域に個別訪問で実施するものである。
　そのため、当事業の実施にあたっては、高齢者の歯科口腔に係る専門
的な知識、資格、技術を持った歯科衛生士を相当数確保することが必要
となる。
　当該事業者は口腔機能向上のための歯科保健指導についての研修
等、人材育成に努めており、本市の実施する介護予防事業においても、
歯科保健指導の実績を有している。
　また、当該事業所は４００名以上の歯科衛生士を会員として常時歯科衛
生士を多数確保できる体制を備えており、本業務を履行可能な唯一の委
託先として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定による随
意契約により選定した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 1 日

公益社団法人埼玉県歯科衛生士会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
４,０７４,８４０円

保健福祉局福祉部年金医療課
(新)福祉局生活福祉部国保年金課

業 務 主 管 課 所 名

令和5年度さいたま市高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施（歯科
保健指導）業務

件 名

さいたま市浦和区常盤６－４－４外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本契約は、複数単価契約であり、地方自治法施行令第１６７条の２第１項
第６号により、競争見積合わせによる随意契約とするものである。また、本
業務は健診受診に必要な受診券の作成及び印字を含む業務であり、健
診の開始時期は決まっているため、遅滞の許さない業務である。また、
バーコードラベルの作成等を行う一定の技術が必要とされる業務のため、
他の国保実務で実績のある上記の業者を選定し、随意契約により契約を
締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

４,９１６,１２０円 バーコードラベル付受診券作成11.6円/件

印刷・印字処理4.6円/件

外3種類

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 1 月 20 日

光ビジネスフォーム株式会社
さいたま営業所

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部国民健康保険課
(新)福祉局生活福祉部国保年金課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市特定健康診査当初受診券印刷及び封入封緘業務（次年度分）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　本契約は、複数単価契約であり、地方自治法施行令第１６７条の２第１項
第６号により、競争見積合わせによる随意契約とするものである。また、本
業務は発送期日があり、遅滞の許せない業務である。また、バーコードラ
ベルの作成等を行う一定の技術が必要とされる業務のため、他の国保実
務で実績のある上記の業者を選定し、随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 1 月 20 日

株式会社コタニ
浦和営業所

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

４,０７２,２００円 バーコードラベル付受診券作成35円/件

印字・印刷処理75円/件

保健福祉局福祉部国民健康保険課
(新)福祉局生活福祉部国保年金課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市特定健康診査随時用受診券印刷及び封入封緘業務（令和５年
度分）

件 名

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　高齢者の医療の確保に関する法律にもとづき、平成２０年度から医療保
険者において、メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病予防のため
の特定健康診査及び特定保健指導の実施が義務付けられており、本市
においても同法律にもとづき、本業務を実施している。
　さいたま市ではかかりつけ医で健診を受診し、健診結果と情報提供を担
当医から行い、確実に保健指導につなげることで効果的な生活習慣病の
予防を実施し、多くの対象者が健診を受診しやすい環境を作るため、市
内全域にわたる多くの医療機関の協力のもと健診を実施する必要がある
と考えている。
本業務である動機付け支援の特定保健指導は、特定健康診査と併せて
実施する必要があるため、履行可能な相手方は、医師会以外にはない。
　以上のことから、「一般社団法人浦和医師会」を選定し、随意契約により
契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額

（内訳）

１１,６８２,０００円 初回面接終了時7,920円/件

３か月後評価終了時1,980円/件

指定医療機関（桜区・浦和区・南区・緑区）履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 24 日

一般社団法人浦和医師会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部国民健康保険課
(新)福祉局生活福祉部国保年金課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市国民健康保険特定保健指導業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　高齢者の医療の確保に関する法律にもとづき、平成２０年度から医療保
険者において、メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病予防のため
の特定健康診査及び特定保健指導の実施が義務付けられており、本市
においても同法律にもとづき、本業務を実施している。
　さいたま市ではかかりつけ医で健診を受診し、健診結果と情報提供を担
当医から行い、確実に保健指導につなげることで効果的な生活習慣病の
予防を実施し、多くの対象者が健診を受診しやすい環境を作るため、市
内全域にわたる多くの医療機関の協力のもと健診を実施する必要がある
と考えている。
　本業務である動機付け支援の特定保健指導は、特定健康診査と併せて
実施する必要があるため、履行可能な相手方は、医師会以外にはない。
　以上のことから、「一般社団法人大宮医師会」を選定し、随意契約により
契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 24 日

一般社団法人大宮医師会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

１１,９７９,０００円 初回面接終了時7,920円/件

３か月後評価終了時1,980円/件

保健福祉局福祉部国民健康保険課
(新)福祉局生活福祉部国保年金課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市国民健康保険特定保健指導業務件 名

指定医療機関（西区・北区・大宮区・見沼区）履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　高齢者の医療の確保に関する法律にもとづき、平成２０年度から医療保
険者において、メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病予防のため
の特定健康診査及び特定保健指導の実施が義務付けられており、本市
においても同法律にもとづき、本業務を実施している。
　さいたま市ではかかりつけ医で健診を受診し、健診結果と情報提供を担
当医から行い、確実に保健指導につなげることで効果的な生活習慣病の
予防を実施し、多くの対象者が健診を受診しやすい環境を作るため、市
内全域にわたる多くの医療機関の協力のもと健診を実施する必要がある
と考えている。
　本業務である動機付け支援の特定保健指導は、特定健康診査と併せて
実施する必要があるため、履行可能な相手方は、医師会以外にはない。
　以上のことから、「一般社団法人岩槻医師会」を選定し、随意契約により
契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額

（内訳）

１,８８１,０００円 初回面接終了時7,920円/件

３か月後評価終了時1,980円/件

指定医療機関（岩槻区）履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 24 日

一般社団法人岩槻医師会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部国民健康保険課
(新)福祉局生活福祉部国保年金課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市国民健康保険特定保健指導業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、令和５年度生活支援ショートステイ事業の制度改正に係る高
齢福祉システムに改修を委託するものであり、システムの改修について
は、排他的権利である著作権を有するシステム開発元のみが履行すること
が可能である。 
　このことから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定に基
づく随意契約とした。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 1 月 27 日

株式会社アイネス
公共営業部

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
３,９６０,０００円

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市高齢者福祉システム生活支援ショートステイ事業制度改正に係
る改修業務

件 名

さいたま市浦和区常盤６－４－４　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本事業は、AI-OCR・RPAシステムの運用に伴う技術的な管理運用支
援、障害等への対応等を行うものであり、当該システムの特許権、著作権
等を有したシステム開発者しかできない業務である。
　そのため、受託業者を選定するにあたっては、その性質又は目的が競
争入札に適しないものに該当することから、随意契約の方法によることとし
た。
　契約の相手方は、業務の性質上、他の業者に依頼した場合、業務に著
しい支障が生じる恐れがあることから、当該システムの開発業者と随意契
約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
６,４３５,０００円

さいたま市浦和区常盤６－４－４　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

東日本電信電話株式会社
埼玉事業部

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

AI-OCR・RPAによる申請書等入力補助事業に関する運用保守等業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本件事業は、地域のボランティアや社会資源を活用しながら、定期的に
食事を宅配することにより、孤独感を解消し、並びに健康及び安否等を確
認し、利用者の福祉の向上と地域福祉活動の活性化を図ることを目的とし
て、さいたま市在宅高齢者等宅配食事サービス事業実施要綱に基づき実
施している。  
　同要綱第2条では、「市長は、前条に掲げる目的を効果的に実施するた
めに、さいたま市在宅高齢者等宅配食事サービス事業（以下「事業」とい
う。）の実施を社会福祉協議会に委託することができる。」と定めており、社
会福祉法人さいたま市社会福祉協議会では、同会に登録されているボラ
ンティアを活用しながら、利用者の安否確認とともに利用者宅への配食を
実施してきた。 
 　配達の際の安否確認を継続して同じボランティアが行うことで利用者は
安心感を得ることができ、利用者とボランティアとの間に信頼関係が構築さ
れ、本事業の目的の一つである孤独感の解消や、ひとり暮らし高齢者の
生活状況の変化から行政支援を要する状態の把握などの効果が発揮さ
れている。  
　本事業における地域ボランティアによる配食は重要な役割を担ってお
り、本事業に係るボランティアを統括し育成することは本事業者以外には
極めて困難であることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
の規定により、社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会と随意契約を締
結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
７９,４３７,０００円

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市在宅高齢者等宅配食事サービス事業業務件 名

さいたま市内履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本事業は、平成13年11月より実施しており、現在に至るまで受託事業者
と委託契約を締結しており、様々なノウハウや業務の習熟が蓄積されてい
る。 
　また、他の業者と契約する場合、機器の入れ替えを行う費用が発生する
が、上記事業者を委託先とした場合、入れ替え費用は発生せず、経費を
削減できるため、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定によ
る随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

２,３８６,７２７円 初回手数料5,000円/１件

月額利用料2,791円/１件

外2種類

さいたま市内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 30 日

株式会社エース契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市徘徊高齢者等探索サービス事業業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外2種類

　本業務は利用対象者宅の既存機器とコールセンターの設備等とは密接
不可分の関係にあり、別業者が本業務を請け負う場合、全利用者宅にて
機器の入れ替え作業が必要となり、また、長年蓄積された利用対象者との
関係やノウハウをを有しているため、履行中の当該事業者と契約をするこ
とが品質及び価格面において有利であるため、地方自治法施行令第１６７
条の２第１項第６号による随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

ＡＬＳＯＫあんしんケアサポート株式会社契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

２１,０１９,９００円 緊急通報相談業務（一般会計）1,000円/１件

機器整備業務1,000円/1件

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市ひとり暮らし高齢者等あんしんコールセンター相談事業業務及
び機器整備事業業務（一般会計）

件 名

さいたま市内履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は利用対象者宅の既存機器とコールセンターの設備等とは密接
不可分の関係にあり、別業者が本業務を請け負う場合、全利用者宅にて
機器の入れ替え作業が必要となり、また、長年蓄積された利用対象者との
関係やノウハウをを有しているため、履行中の当該事業者と契約をするこ
とが品質及び価格面において有利であるため、地方自治法施行令第１６７
条の２第１項第６号による随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

２２,２４２,０００円 緊急通報相談業務（介護保険特別会計）1,000円/1件

さいたま市内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

ＡＬＳＯＫあんしんケアサポート株式会社契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市ひとり暮らし高齢者等あんしんコールセンター相談事業業務及
び機器整備事業業務（特別会計）

件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本件業務は、高齢者及び障害者に対する虐待等について、対応にあた
る本市の各所管部署や関係機関等に対応方法の助言や研修を行うこと、
市民後見人の養成やその活動支援、介護事業者や市民向けのセミナー
等の開催及び弁護士会や司法書士会等による成年後見制度利用促進に
係る会合の事務局業務、成年後見制度利用に係る市民からの相談対応
から成る。 
　本件業務の遂行には、高齢者及び障害者への虐待等の対応並びに成
年後見制度に関する高度な専門的知識を有する職員を配置するととも
に、成年後見制度の利用促進に向けて、関係する各団体、機関等の円滑
かつ密接な連携を確保する必要がある。 
　社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会は、高齢者や障害者が安心し
て生活を送れるよう、福祉サービスの利用手続きや日常の金銭管理を支
援する「日常生活自立支援事業」や、法人として成年後見業務を担う「法
人後見事業」といった、本件業務と関連が深い各種事業を自主事業として
実施してきただけでなく、地域包括支援センター業務及び障害者生活支
援センター業務を本市から受託している。 
　このように、高齢者及び障害者の権利擁護の全般にわたって、実地に主
体となって活動してきた事業者は社会福祉法人さいたま市社会福祉協議
会をおいてほかになく、本市の高齢者及び障害者に関する権利擁護施策
全般に関わる本件業務を総体として円滑に遂行できる事業者は、当該事
業者のみである。 
　以上の理由から、当該事業者を相手方として選定し、随意契約を締結し
た。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
３１,３４９,０００円

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市高齢・障害者権利擁護センター業務件 名

さいたま市浦和区常盤９－３０－２２　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、ひとり暮らし高齢者に安否確認と必要に応じた相談業務を行
い適切に関係機関へつなげる等の専門知識、相談対応及び福祉サービ
ス提供機能を有し、市内全域をカバーできる支援体制の整った事業者へ
の委託が求められる。 
　また、安否確認及び相談対応をする職員についても、業務を十分習熟
し、専門知識に基づき的確な判断のできる、医療・福祉関係の有資格者
である必要がある。 
　契約の履行にあたっては、以上のような業務の品質を確保する必要があ
ることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定による随
意契約とし、事業開始当初から当該事業を受託し現在まで円滑に事業を
実施している当該事業者を選定し、契約を締結した。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額
４,８０９,０００円

さいたま市内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市ひとり暮らし高齢者安否確認等事業業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務の対象となっているセカンドライフ応援ポータルサイトり・とらいふ
Webは、当該システムの特許権、著作権その他排他的権利を有するシス
テム開発者以外は保守運用を行うことができないため、地方自治法施行
令第１６７条の２第１項第２号の規定に基づき、随意契約を締結した。随意契約によること

とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

株式会社インテック
公共ソリューション営業部

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
４,３０３,２００円

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市り・とらいふWebシステム運用保守業務件 名

さいたま市浦和区東高砂町１１－１　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、工事受注者に設計意図を正確に伝達するとともに、質疑対
応や施工図、使用材料等の確認、工事工程・施工計画の検討、関連工事
との調整等を行い、安全かつ円滑に工事をすすめる必要がある。
　設計内容、現場状況、施工方法等を熟知し、設計から一貫して施工監
理を行うことで、責任の所在が明確となり、的確かつ迅速な工事監理が可
能となることから、実施設計業務の受託者である当該業者と随意契約によ
り契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
２７,１７０,０００円

さいたま市見沼区大字膝子字中田９８４番外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 1 月 4 日

株式会社高岡建築設計事務所契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部高齢福祉課
(新)福祉局長寿応援部高齢福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市東楽園再整備事業建設工事監理業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、認知症高齢者等を介護している家族に対し、認知症地域支
援推進員等の専門の職員が電話相談に応じるとともに、必要に応じて専
門医による面談による個別相談を実施し、その対応について市内関係機
関との連携調整を図りながら、認知症の人やその家族を支援することを目
的とするものである。 
　このことから、①相談対応できる認知症地域支援推進員を複数名擁して
いる団体であること、②市内全域の相談をカバーできる支援体制が整って
いること、③各区役所高齢介護課や地域包括支援センターとの連絡調整
役を担える事業者であることが委託先の要件として必須となる。以上の要
件を全て満たす事業者は、認知症地域支援推進員が２名在籍しており、
包括・在支総合支援センターとして地域包括支援センターの連携強化を
推進してきた実績のあるさいたま市社会福祉協議会以外に存在しないた
め、地方自治法施行令第167条の２第１項第２号の規定による随意契約に
より契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 13 日

社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
４,９７４,０００円

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市認知症高齢者等相談事業業務件 名

さいたま市内履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は、西区、北区、大宮区、見沼区の医療機関において、認知症
の簡易スクリーニング検査及び鑑別診断を実施するものである。 
　事業の実施に際して、もの忘れ相談医及び認知症連携担当医から構成
される認知症ケアネットワークを構築しており、また、西区、北区、大宮区、
見沼区の医療機関に広く参加を呼びかけ、各医療機関の取りまとめを行う
ことができる唯一の団体である「一般社団法人大宮医師会」に当該業務を
委託する必要がある。 
　以上より、地方自治法施行令第167条の2第1項第2号の規定による随意
契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額

（内訳）

１,７６９,２４０円 もの忘れ検診単価1,840円/1件

鑑別診断データ化経費200円/1件

さいたま市西区・北区・大宮区・見沼区履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 23 日

一般社団法人大宮医師会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市もの忘れ検診事業業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は、桜区、浦和区、南区、緑区の医療機関において、認知症の
簡易スクリーニング検査及び鑑別診断を実施するものである。 
　事業の実施に際して、もの忘れ相談医及び認知症連携担当医から構成
される認知症ケアネットワークを構築しており、また、桜区、浦和区、南区、
緑区の医療機関に広く参加を呼びかけ、各医療機関の取りまとめを行うこ
とができる唯一の団体である「一般社団法人浦和医師会」に当該業務を
委託する必要がある。 
　以上より、地方自治法施行令第167条の2第1項第2号の規定による随意
契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 23 日

一般社団法人浦和医師会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

３,１５３,７００円 もの忘れ検診単価1,840円/1件

鑑別診断データ化経費200円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市もの忘れ検診事業業務件 名

さいたま市桜区・浦和区・南区・緑区履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、厚生労働省が定める認知症疾患医療センター運営事業実施要
綱に基づき、同要綱における地域型センターとして、さいたま市認知症疾患医
療センターを設置し、保健医療・介護関係機関等と連携を図りながら、認知症
疾患に関する鑑別診断とその初期対応、行動・心理症状と身体合併症の急性
期治療に関する対応、専門医療相談等を実施するとともに、地域保健医療・介
護関係者への研修等を行うことにより、地域における認知症疾患の保健医療
水準の向上を図ることを目的として実施するものである。
　認知症疾患医療センターの設置については、国及び本市の要綱において、
（１）「専門医療機関としての機能」と、（２）「地域連携推進機関としての機能」が
規定されている。
　まず（１）「専門医療機関としての機能」としては、専門医・臨床心理技術者・
精神保健福祉士の人員配置がなされていること、CTまたはMRIの設置及び脳
血流シンチグラフィの活用体制を有するなどの検査体制が確保されているこ
と、行動・心理症状と身体合併症の急性期入院治療を行える一般病床と精神
病床を有することが要件となっている。また、（２）「地域連携推進機関としての
機能」としては、医師会も含め地域の認知症医療に関する連携の中核として機
能していることや、認知症医療の専門性を活かした研修会や連携協議会を開
催することが要件となっている。
　この二つの要件を満たす医療機関は、現在、さいたま市４医師会が構築する
「さいたま市認知症ケアネットワーク」において中核的役割を担う「埼玉精神神
経センター」１箇所となっていることから、同センターを運営している当該事業
者を履行可能な唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項
第２号の規定による随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
１１,７７０,０００円

さいたま市内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 13 日

社会福祉法人シナプス契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市認知症疾患医療センター運営事業業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は、国及び市の「認知症初期集中支援推進事業実施要綱」に基
づき、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チー
ム」を配置し、早期診断、早期対応に向けた支援体制の構築を目的として
実施するものである。 
　事業の実施にあたっては、対象者のかかりつけ医とチームとの緊密な連
携及び情報共有が必要であるため、多数の会員を擁するさいたま市４医
師会との組織的な連携が必要不可欠である。また、チーム員要件を満た
す医師及び専門職（医療系と介護系それぞれ１名以上）を確保できる体
制を備え、なおかつ認知症の地域ケアをはじめとする地域医療について
実績を有する事業者に委託する必要がある。また、脳の画像検査を踏ま
えた認知症の鑑別診断を、受託者で実施する体制を確保できることも必
須である。 
　当該事業者は、さいたま市４医師会との緊密かつ組織的な連携が可能
であるとともに、チーム員要件を満たす専門職を確保できる組織力を有し
ている。さらに、重度認知症デイケアの運営や、各種介護保険サービス事
業を行っており、認知症の医療・介護に関する優れた実績を有している。
また、認知症の鑑別診断を事業者で実施する体制を確保している。 
　本業務の履行場所である西区・北区において、以上の全ての要件を満
たす事業者は当該事業者以外に存在しないため、本業務を履行可能な
唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規
定による随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 13 日

医療法人博 会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

１１,０４７,２００円 基本年額10,860,000円/1件

専門医加算12,480円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市認知症初期集中支援推進事業業務（西区・北区）件 名

さいたま市西区・北区　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は、国及び市の「認知症初期集中支援推進事業実施要綱」に基
づき、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チー
ム」を配置し、早期診断、早期対応に向けた支援体制の構築を目的として
実施するものである。 
　事業の実施にあたっては、対象者のかかりつけ医とチームとの緊密な連
携及び情報共有が必要であるため、多数の会員を擁するさいたま市４医
師会との組織的な連携が必要不可欠である。また、チーム員要件を満た
す医師及び専門職（医療系と介護系それぞれ１名以上）を確保できる体
制を備え、なおかつ認知症の地域ケアをはじめとする地域医療について
実績を有する事業者に委託する必要がある。また、脳の画像検査を踏ま
えた認知症の鑑別診断を、受託者で実施する体制を確保できることも必
須である。 
　当該事業者は、さいたま市４医師会との緊密かつ組織的な連携が可能
であるとともに、チーム員要件を満たす専門職を確保できる組織力を有し
ている。さらに、認知症疾患医療センターの運営や、各種介護保険サービ
ス事業を行っており、認知症の医療・介護に関する優れた実績を有してい
る。また、認知症の鑑別診断を事業者で実施する体制を確保している。 
　本業務の履行場所である大宮区・中央区において、以上の全ての要件
を満たす事業者は当該事業者以外に存在しないため、本業務を履行可
能な唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の
規定による随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額

（内訳）

１０,９３４,８８０円 基本年額10,860,000円/1件

専門医加算12,480円/1件

さいたま市大宮区・中央区　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 13 日

社会福祉法人シナプス契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市認知症初期集中支援推進事業業務（大宮区・中央区）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は、国及び市の「認知症初期集中支援推進事業実施要綱」に基
づき、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チー
ム」を配置し、早期診断、早期対応に向けた支援体制の構築を目的として
実施するものである。 
　事業の実施にあたっては、対象者のかかりつけ医とチームとの緊密な連
携及び情報共有が必要であるため、多数の会員を擁するさいたま市４医
師会との組織的な連携が必要不可欠である。また、チーム員要件を満た
す医師及び専門職（医療系と介護系それぞれ１名以上）を確保できる体
制を備え、なおかつ認知症の地域ケアをはじめとする地域医療について
実績を有する事業者に委託する必要がある。また、脳の画像検査を踏ま
えた認知症の鑑別診断を、受託者で実施する体制を確保できることも必
須である。 
　当該事業者は、さいたま市４医師会との緊密かつ組織的な連携が可能
であるとともに、チーム員要件を満たす専門職を確保できる組織力を有し
ている。さらに、介護保険制度の導入以前から、地域医療、保健、福祉
サービスの総合的、一体的提供を法人理念として、高齢者の専門的かつ
統合的な医療機関、介護老人保健施設等の運営に取り組んできた実績
のある事業者である。また、認知症の鑑別診断を事業者で実施する体制
を確保している。 
　本業務の履行場所である見沼区・岩槻区において、以上の全ての要件
を満たす事業者は当該事業者以外に存在しないため、本業務を履行可
能な唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の
規定による随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 13 日

医療法人財団新生会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

１０,９０９,９２０円 基本年額10,860,000円/1件

専門医加算12,480円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市認知症初期集中支援推進事業業務（見沼区・岩槻区）件 名

さいたま市見沼区・岩槻区　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は、国及び市の要綱に基づき、認知症の人やその家族に早期に
関わる「認知症初期集中支援チーム」を配置し、早期診断、早期対応に向
けた支援体制の構築を目的として実施するものである。対象者のかかりつ
け医とチームとの連携及び情報共有が必要であるため、さいたま市４医師
会との連携が必要不可欠である。また、要件を満たす医師及び専門職を
確保できる体制を備え、かつ認知症の地域医療について実績を有する事
業者に委託する必要がある。また、脳の画像検査を踏まえた認知症の鑑
別診断を、実施する体制を確保できることも必須である。
　当該事業者は、さいたま市４医師会との緊密かつ組織的な連携が可能
であるとともに、要件を満たす専門職を確保できる組織力を有している。さ
らに、病院における急性期医療、介護老人保健施設における在宅復帰を
目指した介護、地域包括支援センターにおける高齢者の総合的な支援な
ど、医療、介護、福祉の各分野において実績を有している事業者である。
病院には認知症看護認定看護師、介護老人保健施設には認知症介護指
導者、地域包括支援センターには認知症地域支援推進員が在籍してお
り、事業者として、専門性の高い人材を配置してきた経緯があり、鑑別診
断も事業者で実施する体制を確保している。
　本業務の履行場所である浦和区・緑区において、以上の全ての要件を
満たす事業者は当該事業者以外に存在しないため、本業務を履行可能
な唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規
定による随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額

（内訳）

１０,９２２,４００円 基本年額10,860,000円/1件

専門医加算12,480円/1件

さいたま市浦和区・緑区　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 13 日

独立行政法人地域医療機能推進機構契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市認知症初期集中支援推進事業業務（浦和区・緑区）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は、国及び市の「認知症初期集中支援推進事業実施要綱」に基
づき、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チー
ム」を配置し、早期診断、早期対応に向けた支援体制の構築を目的として
実施するものである。 
　事業の実施にあたっては、対象者のかかりつけ医とチームとの緊密な連
携及び情報共有が必要であるため、多数の会員を擁するさいたま市４医
師会との組織的な連携が必要不可欠である。また、チーム員要件を満た
す医師及び専門職（医療系と介護系それぞれ１名以上）を確保できる体
制を備え、なおかつ認知症の地域ケアをはじめとする地域医療について
実績を有する事業者に委託する必要がある。また、脳の画像検査を踏ま
えた認知症の鑑別診断を、受託者で実施する体制を確保できることも必
須である。 
　当該事業者は、さいたま市４医師会との緊密かつ組織的な連携が可能
であるとともに、チーム員要件を満たす専門職を確保できる組織力を有し
ている。さらに、在宅介護支援センターや訪問看護ステーションの運営を
通じて高齢者の在宅生活の継続的な支援を行っており、認知症の医療・
介護に関する優れた実績を有している。また、認知症の鑑別診断を事業
者で実施する体制を確保している。 
　本業務の履行場所である桜区・南区において、以上の全ての要件を満
たす事業者は当該事業者以外に存在しないため、本業務を履行可能な
唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規
定による随意契約により契約を締結した。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 13 日

医療法人聖仁会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

１０,９３４,８８０円 基本年額10,860,000円/1件

専門医加算12,480円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市認知症初期集中支援推進事業業務（桜区・南区）件 名

さいたま市桜区・南区　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、国の要綱に基づき、若年性認知症の人やその家族からの相
談や支援に携わる者のネットワークを調整するため、若年性認知症支援
コーディネーターを配置し、ピアサポート（当事者による当事者の支援）の
観点を重視しながら、若年性認知症の特性に配慮した就労継続支援及び
社会参加支援等の推進を目的として実施するものである。
　本業務の遂行にあたり、若年性認知症や各分野の支援制度に関する専
門的知識を有する人材を有していることに加えて、ピアサポートを実施でき
るよう、認知症の人とその家族を業務に動員することができる組織力が必
要不可欠である。また、本人ミーティングの開催にあたって、市内の若年
性認知症や認知症の人から適した人材を人選するネットワークや、認知症
の人の特性を踏まえた場の設定と運営手法が求められる。さらに、相談対
応や若年性認知症の人が参画するイベント等の実施にあたっては、市内
全域の地域包括支援センターや各種関係団体との連携体制を現に有し
ていることが必要となる。
　当該事業者は、埼玉県が行う同事業の受託実績があり、専門性が求め
られるコーディネーターを担うことができる人材を現に有する、県内で唯一
の事業者である。また、同事業者は、若年性認知症や認知症の人本人及
びその家族を会員として県内全域に擁しており、認知症の当事者の動員
によるピアサポート業務の実施や、当事者団体としての組織力や経験を活
かした本人ミーティングの実施が可能な唯一の事業者であるため、随意契
約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
６,０５６,２２８円

さいたま市内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 15 日

公益社団法人認知症の人と家族の会
埼玉県支部

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市若年性認知症支援コーディネーター設置事業業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、介護保険法の地域支援事業に位置付けられた「在宅医療・
介護連携推進事業」として実施が義務付けられた事業のうち、在宅医療・
介護連携に関する相談支援に関する事業である。 
　事業の実施に当たっては、地域の在宅医療・介護連携を支援する相談
窓口の設置・運営を行い、地域の医療・介護関係者、地域包括支援セン
ター等からの、在宅医療・介護連携に関する事項の相談の受付を行うほ
か、必要に応じて、退院の際の地域の医療関係者と介護関係者の連携の
調整や、患者・利用者又は家族の要望を踏まえた、地域の医療機関等・
介護事業者相互の紹介を行うことが必要である。 
　当該事業者は、地域の郡市医師会として、在宅医療を行っている医師を
会員に多数擁し、これまで地域の病院との地域医療連携を推進してきた
実績がある。また、市の在宅医療・介護連携推進事業において、地域の医
療・介護関係者間の会議や研修等を通じて、地域の医療・介護関係者の
連携を中心的に担っており、他に実施の条件を満たす団体は存在しな
い。 
　以上の理由により、西区・北区・大宮区・見沼区を活動エリアとして実施
する本業務を履行可能な唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７
条の２第１項第２号の規定による随意契約として契約を締結した。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 28 日

一般社団法人大宮医師会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
８,７５６,０００円

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市在宅医療連携拠点運営事業業務（西区・北区　外）件 名

さいたま市西区・北区　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、介護保険法の地域支援事業に位置付けられた「在宅医療・
介護連携推進事業」として実施が義務付けられた事業のうち、在宅医療・
介護連携に関する相談支援に関する事業である。 
　事業の実施に当たっては、地域の在宅医療・介護連携を支援する相談
窓口の設置・運営を行い、地域の医療・介護関係者、地域包括支援セン
ター等からの、在宅医療・介護連携に関する事項の相談の受付を行うほ
か、必要に応じて、退院の際の地域の医療関係者と介護関係者の連携の
調整や、患者・利用者又は家族の要望を踏まえた、地域の医療機関等・
介護事業者相互の紹介を行うことが必要である。 
　当該事業者は、地域の郡市医師会として、在宅医療を行っている医師を
会員に多数擁し、これまで地域の病院との地域医療連携を推進してきた
実績がある。また、市の在宅医療・介護連携推進事業において、地域の医
療・介護関係者間の会議や研修等を通じて、地域の医療・介護関係者の
連携を中心的に担っており、他に実施の条件を満たす団体は存在しな
い。 
　以上の理由により、中央区を活動エリアとして実施する本業務を履行可
能な唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の
規定による随意契約として契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
８,３１３,０００円

さいたま市中央区　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 28 日

一般社団法人さいたま市与野医師会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市在宅医療連携拠点運営事業業務（中央区　外）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、介護保険法の地域支援事業に位置付けられた「在宅医療・
介護連携推進事業」として実施が義務付けられた事業のうち、在宅医療・
介護連携に関する相談支援に関する事業である。 
　事業の実施に当たっては、地域の在宅医療・介護連携を支援する相談
窓口の設置・運営を行い、地域の医療・介護関係者、地域包括支援セン
ター等からの、在宅医療・介護連携に関する事項の相談の受付を行うほ
か、必要に応じて、退院の際の地域の医療関係者と介護関係者の連携の
調整や、患者・利用者又は家族の要望を踏まえた、地域の医療機関等・
介護事業者相互の紹介を行うことが必要である。 
　当該事業者は、地域の郡市医師会として、在宅医療を行っている医師を
会員に多数擁し、これまで地域の病院との地域医療連携を推進してきた
実績がある。また、市の在宅医療・介護連携推進事業において、地域の医
療・介護関係者間の会議や研修等を通じて、地域の医療・介護関係者の
連携を中心的に担っており、他に実施の条件を満たす団体は存在しな
い。 
　以上の理由により、桜区・浦和区・南区・緑区を活動エリアとして実施す
る本業務を履行可能な唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７条
の２第１項第２号の規定による随意契約として契約を締結した。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 28 日

一般社団法人浦和医師会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
９,０５０,０００円

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市在宅医療連携拠点運営事業業務（桜区・浦和区　外）件 名

さいたま市桜区・浦和区　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、介護保険法の地域支援事業に位置付けられた「在宅医療・
介護連携推進事業」として実施が義務付けられた事業のうち、在宅医療・
介護連携に関する相談支援に関する事業である。 
　事業の実施に当たっては、地域の在宅医療・介護連携を支援する相談
窓口の設置・運営を行い、地域の医療・介護関係者、地域包括支援セン
ター等からの、在宅医療・介護連携に関する事項の相談の受付を行うほ
か、必要に応じて、退院の際の地域の医療関係者と介護関係者の連携の
調整や、患者・利用者又は家族の要望を踏まえた、地域の医療機関等・
介護事業者相互の紹介を行うことが必要である。 
　当該事業者は、地域で唯一の総合病院として総合的な医療の提供を推
進してきた実績がある。また、在宅医療を行っている医師を会員に多数擁
し、これまで地域の医療機関との連携を推進してきた当該地域の郡市医
師会から在宅医療連携拠点業務を委託してきた実績を有している。当該
地域の郡市医師会とともに、地域の医療・介護関係者の連携を中心的に
担っており、他に実施の条件を満たす団体は存在しない。 
　以上の理由により、岩槻区を活動エリアとして実施する本業務を履行可
能な唯一の委託先として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の
規定による随意契約として契約を締結した。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
７,６５９,０００円

さいたま市岩槻区　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 28 日

医療法人慈正会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市在宅医療連携拠点運営事業業務（岩槻区　外）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　地域リハビリテーション活動支援事業は、介護保険法に定められた地域
支援事業の中の一般介護予防事業の類型の一つであり、地域における
介護予防の取組を機能強化するため、通いの場等へリハビリ専門職（以
下「リハ職」という。）を派遣し、助言や指導などを行うものである。 
　本業務では、地域リハビリテーション活動支援総合拠点及び地域リハビ
リテーション活動支援エリア拠点として各区役所高齢介護課や地域包括
支援センターからの派遣依頼を受け、対応可能なリハ職を調整の上、派
遣等を行うこととされ、派遣に関わる関係者間の連携や調整を適切に行う
こと必要である。 
　当該事業所は平成２７年度・２８年度の地域リハビリテーション活動支援
事業のモデル実施、平成２９年度から本格実施した同事業を通じて、各関
係者との連携調整や派遣調整の実績を有していることから、地域のニーズ
や課題を熟知しており、実情に応じた適切な地域リハビリテーション活動
支援事業を行うことできる。また当該事業所は、西区、北区、大宮区、中央
区、桜区、浦和区内において、本業務を履行可能な唯一の医療機関であ
ることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定による随
意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 27 日

社会医療法人さいたま市民医療センター契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
２,３３７,５００円

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市地域リハビリテーション活動支援事業（リハビリ専門職）業務（西
区・北区・大宮区・中央区・桜区・浦和区）

件 名

さいたま市西区・北区　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務の業務内容は、各区役所高齢介護課や地域包括支援センター
からの派遣依頼を受け、栄養士が住民運営の通いの場等へ関与し、地域
の自主グループ（サロン等）への栄養教育、介護職員等（介護サービス事
業所に従事する者を含む）への介護予防に関する技術的助言等の介護
予防の取組支援を、後期高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的実
施の後期高齢者質問票を用いながら行うものである。 
　埼玉県栄養士会は、保健、医療、福祉及び教育等の分野において、専
門職業人としての倫理と科学的かつ高度な技術に裏づけられた食と栄養
の指導及び支援に関する事業を行い、県民の公衆衛生の向上に寄与す
ることを目的とする団体である。組織の主要事業として、県民の栄養改善
を通して健康増進及び疾病予防に資する事業や高齢者、障害者及び傷
病者の特性に応じた栄養改善に資する事業を実施している。 
　こうした事業を主目的に実施するとともに、年間６０回に及ぶ業務に組織
的に栄養士を派遣できる団体は、埼玉県内に当該団体以外に存在しな
い。 
　以上の理由により、本業務を履行可能な唯一の委託先として、地方自治
法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定による随意契約により契約を締
結した。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額

（内訳）

１,１４２,６８０円 基本年額462,800円/1件

自主グループ活動支援7,200円/1件

さいたま市内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 27 日

公益社団法人埼玉県栄養士会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市地域リハビリテーション活動支援事業（栄養士）業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、専門的な知識を備えた相談員が、様々な悩みや心配事・不
安を抱えた高齢、身体上又は精神上の障害、疾病等により援助を必要と
する親族、友人その他の身近な人に対して、無償で介護、看護、日常生
活上の世話その他の必要な援助を提供する者（いわゆるケアラー）からの
相談に２４時間３６５日応じることができ、傾聴、助言、制度の案内、関係機
関との連携等を行うことにより、ケアラーに係る負担の軽減又は解消を図る
ことを目的とした業務である。 
　本業務は、令和４年度に、新規事業として公募型プロポーザル方式に伴
う随意契約により１２月１日付で契約締結、１２月２６日に事業開始してお
り、本業務の目的を鑑みると、業務開始から３か月で受託業者が変更と
なった場合に、本業務及び実施者である本市に対するケアラー等からの
信頼が損なわれ、かえって、ケアラーに不安や不信感を与える懸念があ
る。また、新規事業として業務開始後、短期間で受託業者が変わることに
より、仕様に基づく履行の適正性や仕様内容の改善余地の確認等が困難
となり、事業の安定的運営に支障が生じるなど、本市に不利益が生じる懸
念がある。 
　上記の理由などから、本業務の品質や安全性も考慮すると、本業務の安
定した運営が見込まれるまでは、競争入札に付することが不利になるもの
であるため、令和５年度については地方自治法施行令第１６７条の２第1項
第６号の規定により、当該業者を選定し随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 22 日

ＡＬＳＯＫあんしんケアサポート株式会社契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
１６,２３６,０００円

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市ケアラー相談事業業務件 名

さいたま市内 外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

４８,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市西区北部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人三恵会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（西区北部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

医療法人博 会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

３８,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（西区南部圏域）件 名

さいたま市西区南部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

４３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市北区北部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人五葉会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（北区北部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人大桜会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

３８,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（北区東部圏域）件 名

さいたま市北区東部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

３３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市北区西部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人ハッピーネット契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（北区西部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人育成会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

４２,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（大宮区東部圏域）件 名

さいたま市大宮区東部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

４３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市大宮区西部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人むつみ会
春陽苑

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（大宮区西部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外3種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人安心会
さいたまやすらぎの里

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

２７,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算3,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（見沼区北部圏域）件 名

さいたま市見沼区北部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

３７,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市見沼区東部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人欣彰会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（見沼区東部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

医療法人興仁会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

４２,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（見沼区西部圏域）件 名

さいたま市見沼区西部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

４３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市見沼区南部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人欣彰会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（見沼区南部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人シナプス契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

３７,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（中央区北部圏域）件 名

さいたま市中央区北部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

３７,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市中央区南部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人明日栄会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（中央区南部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人浦和の里契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

３７,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（桜区北部圏域）件 名

さいたま市桜区北部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

４３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市桜区南部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

医療法人大壮会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（桜区南部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

医療法人社団誠信会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

３２,８９６,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（浦和区北部圏域）件 名

さいたま市浦和区北部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

３３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市浦和区東部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人浦和福祉会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（浦和区東部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外3種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

独立行政法人地域医療機能推進機構契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

２７,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算3,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（浦和区中部圏域）件 名

さいたま市浦和区中部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

３３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市浦和区南部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人埼玉県共済会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（浦和区南部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

４３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（南区東部圏域）件 名

さいたま市南区東部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

４３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市南区中部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

医療法人財団聖蹟会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（南区中部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人弘優尽会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

３８,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（南区西部圏域）件 名

さいたま市南区西部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

４２,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市緑区北部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人リバティ契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（緑区北部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人騏忠会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

４７,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（緑区南部圏域）件 名

さいたま市緑区南部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

４２,４４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市岩槻区北部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人春秋会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（岩槻区北部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

外4種類

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額

（内訳）

３３,９４０,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（岩槻区中部圏域）件 名

さいたま市岩槻区中部圏域　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　地域包括支援センターは、介護保険法及び介護保険法施行規則によ
り、市、または市から包括的支援事業の委託を受けた法人が設置すること
ができ、委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、
中立かつ効率的に実施することができる法人であって、在宅介護支援セ
ンターの設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組
織する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施するこ
とを目的として設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と
認めるものとされている。 
　当該業務は、事業の性質から高齢者に関わる事業運営を行う社会福祉
法人と医療法人等を優先させて選定している経緯があり、また利用者であ
る地域住民との関係性の維持、信頼関係の醸成その他の当該契約にお
いてのみ要求される知識、能力等を有することが必要な契約であり、引き
続き実施していくことで地域包括ケアの中核的施設として機能することが
可能となることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の規定
により、当該業者を選定し、随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額

（内訳）

３８,４００,０００円 基本年額20,000,000円/1件

配置加算5,000,000円/1件

外4種類

さいたま市岩槻区南部圏域　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 2 月 28 日

社会福祉法人清澄会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市包括的支援事業業務（岩槻区南部圏域）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　当該業者は、平成１８年度の地域包括支援システム（基本パッケージソフ
トウェア）導入及びその後の地域包括支援システム運用支援業務につい
て継続して履行しており、地域包括支援システムの運用については、基本
パッケージソフトウェアのシステム構成等を熟知し、的確かつ迅速な対応
が可能であることが求められる。 
　当該業者は、地域包括支援システム導入後継続して履行している業者
であり、当システムに係るコンピューター・ソフトウェアの機能追加・改修に
必要となる基本パッケージの著作権は当該業者に属するものであるため、
地方自治法施行令第１６７条の２第1項第２号の規定により、当該業者を選
定し随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 20 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉支社

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
１２,１００,０００円

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市地域包括支援システム運用支援事業業務件 名

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務では、介護保険法の地域支援事業に規定されている一般介護予
防事業における予防活動支援事業として、年齢や心身の状況等によって
高齢者を分け隔てることなく、参加することのできる介護予防活動の地域
展開を目的とするものである。地域展開にあたり、高齢者が容易に通える
「通いの場」において、週一回以上継続して行うトレーニング方法として、
全国的に成果をあげている「いきいき百歳体操」の実施を通じて、介護予
防と地域づくりを進めていくこととしている。 
　当該事業者は、埼玉県の市町村支援の一環として行われている地域づ
くりによる介護予防支援事業を受託し、県内半数以上の市町村において、
数多くの自主グループの立ち上げ実績を有している。 
　また、運動を治療として活用する医療専門職の職能団体として、医療・福
祉・健康に貢献することを目的に理学療法の普及と向上を図る活動を行っ
ている。令和５年度中に市内３６０以上の自主グループからの派遣依頼が
見込まれる実地指導などに対し、専門的な知識や技術を教授できる理学
療法士を継続して組織的に派遣できる唯一の団体である「埼玉県理学療
法士会」に当該事業委託する必要がある。 
　以上より、地方自治法施行令第167条の2第1項第2号の規定による随意
契約により契約を締結した。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額

（内訳）

１２,０８９,０００円 基本年額1,090,000円/1件

自主グループ活動支援15,000円/1件

外1種類

さいたま市内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 20 日

公益社団法人埼玉県理学療法士会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課
(新)福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市いきいき百歳体操自主グループ支援事業業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、手話通訳者及び要約筆記者の派遣に係る連絡調整や、手
話通訳者及び要約筆記者のサポートを行うことから、業務に関わる者が、
専門性の高い手話通訳及び要約筆記の技術を習得し、聴覚・言語・音声
機能障害や地域の聴覚障害者等の実情について理解している必要があ
る。 
上記に該当する職員を多数有し、本業務を円滑に実施できる団体は当該
事業者以外にないことから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
による随意契約とした。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 20 日

社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
８７,３１６,０００円

保健福祉局福祉部障害支援課
(新)福祉局障害福祉部障害福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市手話通訳者及び要約筆記者派遣業務件 名

さいたま市内履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、夜間・休日の緊急時に、消防局を通してされる手話通訳者の
派遣要請を受付し、手話通訳者を派遣するための連絡調整を行うもので
ある。 
　業務の実施にあたり、消防局と円滑に連絡調整を行う必要があり、救急
通報を通じて利用者のプライバシーに深く関わる情報を多く取り扱うことと
なる。 
　当該事業者は、既に本市から緊急通報事業に関する業務を受託し、実
施している実績があり、さらに、民間緊急通報事業会社ではじめて保健医
療福祉分野のプライバシーマークを取得している。 
　上記の事業者は、当該事業者以外にないことから、地方自治法施行令
第１６７条の２第１項第２号による随意契約とした。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
１,９８０,０００円

市の指定する場所履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 23 日

ＡＬＳＯＫあんしんケアサポート株式会社契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部障害支援課
(新)福祉局障害福祉部障害福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市夜間・休日の緊急時における手話通訳者派遣受付業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　手話奉仕員、手話通訳者及び要約筆記者の養成に当たっては、当事者
である聴覚障害者が講師となり講習会を運営することにより、聴覚障害者
等への理解をより一層深め、聴覚障害者等に分かりやすい手話通訳、要
約筆記を習得することができる。また、聴覚障害者等の特性や手話通訳
及び要約筆記の知識を十分に備えている者が講師を務める必要がある。
上記に該当する講師の確保や講習会実施のノウハウ等を有し、講習会を
実施できる事業者は当該事業者以外にないことから、地方自治法施行令
第１６７条の２第１項第２号の規定による随意契約とした。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 23 日

さいたま市聴覚障害者協会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
１７,２０５,９９９円

保健福祉局福祉部障害支援課
(新)福祉局障害福祉部障害福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市聴覚障害者コミュニケーション支援従事者養成講習会開催業
務

件 名

さいたま市大宮区土手町１－２１３－１　大宮ふれあい福祉センター　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務における相談員は、当事者である聴覚障害者等と同じ立場に立
ち相談に応じるだけでなく、本市の障害福祉制度や障害者総合支援法に
おける障害福祉サービス等に精通している必要がある。上記に該当する
相談員を有し、本業務を円滑に実施できる団体は当該事業者以外にない
ことから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号による随意契約とし
た。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
６,１６０,９９９円

さいたま市内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 20 日

社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部障害支援課
(新)福祉局障害福祉部障害福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市聴覚障害者相談員配置業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　障害者本人やその家族からの生活全般にわたる様々な相談に対応する
地域の身近な相談機関である障害者生活支援センターの運営業務につ
いて、意欲及び業務遂行能力が高い法人を選定するため、令和２年度に
プロポーザル方式によって受託業者の選考を行った。選考の結果、北区
においては上記の業者を含む２法人に適格性が認められ、令和３年度か
ら契約を履行している。本業務は、現に履行中の北区障害者生活支援セ
ンター運営業務に地域の体制づくり等を目的とした協議会の運営や他の
事業所に対する指導・助言等といった基幹相談支援センターの機能を付
帯する業務であるとともに、地域の関係機関等と良好な連携体制が構築さ
れていることが求められる。現に履行中の２つの法人は、北区において継
続的に相談支援を実施しており、地域の関係機関とも良好な連携体制を
既に構築しているため、地域の関係機関と連携体制が構築できていない
その他の業者に本業務を委託することとなれば、業務の履行に遅延等が
生じるおそれがあり、不利と認められる。 
　また、本業務に求められる総合的かつ専門的な相談支援を行うことがで
きる人員を配置する能力は上記業者のみが有しているため、履行条件を
満たす業者は上記業者に特定される。 
　以上のことから、見積提出業者として上記の業者を選定し、地方自治法
施行令第167条の２第１項第６号による随意契約とした。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 28 日

社会福祉法人みぬま福祉会契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
１２,０７２,８００円

保健福祉局福祉部障害支援課
(新)福祉局障害福祉部障害福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市北区障害者生活支援センター運営業務（基幹相談支援セン
ター）

件 名

さいたま市全域（さいたま市北区を中心とする）履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務においては、その性格上、視覚障害者の特性や実情を深く理解
し、そのうえで情報提供を行うための特殊な知識及び経験を持つ者でなけ
れば業務を実施することができない。 
　こうした専任の職員を多数有し、公益性のある団体は当該事業者以外に
ないことから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号による随意契
約とした。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
２,９３２,０００円

さいたま市内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 29 日

社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部障害支援課
(新)福祉局障害福祉部障害福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市視覚障害者情報提供業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、平成２６年４月より稼働した「障害福祉システム（以下、「本シ
ステム」という。）」に係る業務ソフトウェア等の障害復旧、仕様変更対応等
のシステム改修及び維持管理を目的とするものである。 
　本システムについては、本市と富士通Ｊａｐａｎ株式会社（以下、「同社」と
いう。）との業務委託契約に基づき開発されたものであるが、本市独自の
仕様により追加開発された部分を除いて、基礎となるパッケージソフトウェ
アに関する著作権は、同社に属するものである。 
　本業務は、本システム本体と密接不可分であり、ソフトウェアに関する諸
権利を有する同社以外に履行できる事業者が存在しないことから、地方自
治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定により、同社と随意契約とし
た。 

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 31 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉支社

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
２８,３８０,０００円

保健福祉局福祉部障害支援課
(新)福祉局障害福祉部障害福祉課

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市障害福祉システム保守業務件 名

さいたま市浦和区常盤６－４－４　さいたま市役所　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本事業の利用者の多くは、対人関係や社会適応上に多くの困難を抱
え、家庭にこもりがちであったり、うつや希死念慮等の重篤な二次障害を
併発している。受託事業者は発達障害者支援に関する知識や支援技法
のみならず、二次障害の適切な理解、緊急時の危機介入方法等、幅広い
知識や技術が求められるなど、高度な創造性・技術力・専門的経験が必
要とされる。令和４年度より本事業を受託している当該事業者は、所管課と
の密な連携のもと、利用者に適切に対応しながら円滑に業務を行ってい
る。支援の継続性や利用者の大きな不安や混乱、損失を避けるという点を
重視し、当該事業者を選定し随意契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額
１２,２１０,０００円

さいたま市中央区鈴谷７－５－７外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 3 月 24 日

社会福祉法人独歩契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

保健福祉局福祉部障害者総合支援センター
(新)福祉局障害福祉部障害者総合支援センター

業 務 主 管 課 所 名

さいたま市発達障害者社会参加事業委託業務件 名

業務委託随意契約結果表


